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１．はじめに

総合技術開発プロジェクト「社会資本のライフ

サイクルをとおした環境評価技術の開発」（2010

年度終了）において、社会資本整備を対象とした

ライフサイクルアセスメント（社会資本LCA）の

計算手法を開発した。本稿では計算手法の普及に

向けて現在実施している取組みを紹介する。

２．研究報告書、環境負荷原単位一覧表の公開

研究報告書及び環境負荷原単位一覧表を国土技

術政策総合研究所のウェブサイトで一般に公開し

た(http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/index.htm)。

社会資本LCAの計算手法は次の特徴を有する。

・計画の構想、設計、施工の各場面で環境負荷量

を推定できる原単位がそれぞれ整理されている

（図-1参照）。

・工事価格の積算要素と紐付けられている。

・新技術、特別の材料や工法を採用した場合の環

境負荷原単位を通常の工法採択時の負荷量原単

位と比較できる。

なお、環境負荷原単位は、二酸化炭素排出量、

廃棄物最終処分量、天然資源消費量を対象とした。

３．社会資本LCAの計算手法の有効性の確認

計算手法の開発にあたっては特に重要な建設資

材等を重点的に検討したため、それ以外の環境負

荷原単位がこれらと同等の精度である保障はない。

土木学会が設置したワーキンググループにおいて、

建設コンサルタント業、建設業等の関係者による

計算事例の蓄積を通じて環境負荷量の推定法の有

効性を確認した結果、率計上される諸雑費に相当

する環境負荷量は無視できない場合があるが、現

計算手法では推定が困難であることが判明した。

今後、これらを精査し、必要に応じて諸雑費の環

境負荷量の計算手法を定める予定である。

４．環境負荷量削減に資する優良事例の掘り起し

上記のワーキンググループにおいて、設計、施

工において大きな環境負荷量を削減できる設計、

施工技術の事例の掘り起しを実施している。また、

工事価格の相違も分析し、環境負荷量の削減と工

事価格の増減の関係について調査している。現在

のところ、社会資本整備の分野では他分野に比し

て環境負荷量の削減とコスト縮減が両立する事例

が多く集まっている。

５．具体的な基準、制度への導入の動向

国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律に基づく一部の特定調達品目の選定に、社会

資本LCAの手法が用いられている。また、舗装性

能評価法別冊（社団法人日本道路協会）における

二酸化炭素排出量の計算に、今般公開した環境負

荷原単位を引用することが検討されている。
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図-1 場面ごとの環境負荷原単位の集約化
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１．資源循環と低炭素化の総合的展開への期待 

 第2次循環型社会形成推進基本計画においては、

循環型社会の形成の基本的な方向として、低炭素、

自然共生型社会の構築との総合的な推進が示され

ている。建設リサイクル分野は高い再資源化等率

を十年来維持し、循環型社会の形成に貢献してい

るが、この役割に加えて二酸化炭素（CO2）排出

量等の削減にも貢献する展開が期待されている。 

２．コンクリート塊の再資源化による低炭素化 

 発生量、再資源化量が最大の建設廃棄物である

コンクリート塊は、所謂中性化によって1t当たり

8.5kg（図-1参照）、年間の総量で26万tに及ぶCO2

を固定し、低炭素社会の構築にも貢献しているこ

とが明らかになっている。再生材と新材のCO2排

出原単位の大小はCO2固定の考慮により逆転する

こと、年間のCO2固定量は都市緑化等による固定

量の4割弱に匹敵することが確かめられている。 

３．低炭素化への持続的な貢献に向けた研究 

 コンクリート塊の再資源化用途は現状ではほぼ

全量が路盤材であるが、将来の需給ギャップの顕

在化が予想され、再資源化用途の多様化が図られ

ている。低炭素化への貢献の維持継続の期待に応

えるため、新たな再資源化用途によるCO2固定量

を評価し、高めていく技術開発が求められる。 

 そこで、今後の拡大が予想される再資源化用途

についてCO2固定原単位の整理に着手した。 

 また、同じ用途であっても再資源化手法によっ

てCO2固定原単位の変動が予想されるため、原位

置において迅速かつ簡易にCO2固定原単位を推計

する試験手法を検討している。一つの方法として、

指示薬を噴霧した際の発色状況に着目した。中性

化深さ試験で用いられるフェノールフタレイン

（PP）では試験体の発色に斑が観察されることが

あるが、そのRGBの強度分布には一定の傾向があ

り（図-2参照）、CO2固定量に関連していること

を確認した。 
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図-2 PP試薬の発色のRGB分布の例

(注)RGB：光の三原色の赤（R）、緑（G）、青（B）の強さの指標。こ
こでは画像処理で広く使われる0～255の尺度を用いた。
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図-1 Co塊の再資源化による現状のCO2固定原単位

保管28日

④－①：通常の意味の「再資源化によるCO2固定原単位」
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